
簿了国字宙開発案貴会(定桝会議)

議 葺 次 第

1.日 時 平成元年3月15置 く水)

牛後昌博…登時

薯.場 所 宇宙開発萎貴会会議室

3.議 題 宇宙開発計画の見直しについて

互.資 料
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第6国字宙開発委員会(定例会議)

議・寧∴要 旨(薬)

1・日 時 平成元年3月8日(水)

牛後2時へ2時30分

2・場 所 宇宙開発委員会会議室

3・議題
第12号科学衛星(巴XOS-D)の打上げ結果

について

4.資 料

秦6十
第5国字鞠発委員会(定例会議)議事要旨(葉)

委6-2
M-3SⅡ-4号機による第12瑚学衛星

(思XOS-D)の打上げ結果概要

●)

5.出席者

宇宙開発案廣会秦貴長代理

"
委貴

lγ lγ

′γ ノγ

説明者

文部省宇宙科学研究所教授

" "
助教授

’関係省庁職員等

斎 藤 成 文

久良知 董 悟

曽 山 東 巴

田 島 敏 弘

松 尾 弘 毅

向 井 和 典

運輸省大輔房審議官 水田義憲(代理輔)

襲 7-且

運輸省気象庁総務部長 渡辺純一郎(代理出席)
"
海上株安庁総務部長 橋本信 明( 〃 )

郵政省大臣官房審議官 江川晃正( " )

他

事務局

科学技術庁長官官房審議官

"

研究開発局宇宙企画課長

" 〃
宇宙国際課長

" "
宇宙開発課長

中津川 英 雄

青 江 藤

田 中 組 治

欝 藤 紘 一

他

6.議 事

(l)前回議事要旨の確認について

第5国字輔発委員会(定例会議)議事要旨(纂) (資料賽6

二1)が確認された。

(2)第1 2号科学衛星(臼XOS-D)の打上げ結果について

文部省宇宙科学研究所の松尾教授及び向井助教授から、資料委

6 - 2に基づき説明が行われた。
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宇宙開発計画㈲

平成元年3月工5日

・宇宙開発委員会

襲 7輸芝
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ま え っが∴∴∴き

今日、宇宙開発は、通信、放送、気象観測、地球観測、航行援助、科

学観測等の広範な分野において人工衛星の開発、利届が進めちれており、

日常生活の中で不可欠な役割を果たすまでに至っている。また、近年で

は、宇宙環境利用への期待が高まり、我が国を含め、世界的に活発な取

組が行われている。

我が国においでは、これまでに4 0個の人工衛星の打ち上げに成功す

るとともに、 Mロケット及びH系ロケットの開発を順調に進めであり、

科学研究及び実利用の両分野にほぼ所期の成果をあげている。昨年9月

には、 H-Iロケットによる通信衛星3号-b「さくら3号∴b」の打ち上

げに成功し、また、本年2月には、 M-3SⅡロケットによる第12号科

学衛星「あけぼの」の打ち上げに成功したところである。きちに、昨年

9月には、国際協力プロジェクトである宇宙ステーション計画に関する

「宇宙基地協力協定」が、日本、米国、欧州及びカナダの間で署名されて

いる。このように、我が国も科学研究及び実利用の両分野にわたって多

様な計画を推進するとともに、これもを通じて世界の宇宙開発に貢献す

ることが可能を段階に達したということができる。

一方、諸外国においでは、米国のスぺ冒スシャトルの飛行再開、欧州

宇宙機関に封するアリアン4型ロケットの打ち上げ成功、ソ連のスぺ場

スシャトルの初飛行等宇宙開発の諾英な進展が図ちれている。

本「宇宙開発計副は、以上のような内外の情勢、国内の研究及び開
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発の進捗状況、宇宙の利用に関する長期的見通し等を踏まえ、また、社

会的必要性及び国力との調和、自主性の確保、国際的活動との調和を基

本方針とした宇宙開発政熊大綱の趣旨に沿って、具体的な開発プログラ

ム等を定めたものである。

これらの開発プログラム等の推進に当たっては、これまでの開発経験

かち得られた数々の貴重を教訓をいかすとともに、産学官の関係機関の

有機的連携を十分に図りっっこれを行っていくものとする。

なお、 「宇宙開発計割く昭和63年3月1 1日決定)と異なる主要点は、

次のとおりである。

工 第16号科学衛星(MUSES-B)にっいて、M-3SⅡロケッ

トにより、平成5年度に打ち上げることを目標に開発を行うこと。

2.粒子加速装置を用いた宇宙科学実験(SEPÅC)について、その

再実験の実施年度を平成芝年度かち平成3年度に変更すること。

3・静止気象衛星5号(GM$-5)にっいて、遭難信号を中継する機

能を有する中継器を搭載して芙験を行うことを目的に、このための

中継器の開発を行うこと。

4・宇宙ステーション計画にっいて、我が国の宇宙ステーション取付

型実験モジュール(JEM)の打ち上げ目標年度を平成7年度から平

成8年度に変更すること。

I 科学の分野の開発計画

Ⅱ 観測の分野の開発計画

Ⅲ 通信の分野の開発計画

Ⅳ 宇宙実験の分野の開発計画

Ⅴ 宇宙ス.テーション等新たな宇宙活動基盤

の分野の開発計画

Ⅵ 人工衛星系共通技術の分野の開発計画

Ⅶ 輸送系共通技術の分野の開発計画

Ⅷ 施設の整備

工‡ その他の施策

Ⅹ 予算

韮

4

7

合

10

1芝

1 4

17

19

21



●

●

工 科学の分野の開発計画

1.開発プログラム

(1)人工衛星の運用

① 試験惑星探査機(MS-T呂)

賄-3・SⅡロケット1母機の性能を確認するとともに、惑星

間軌道達成とこれに関連した姿勢制御、超遠距離通信等の技術

を習得することを目的として、昭和60年1月に打ち上げた試

験惑星探査機(MS-T呂) 「さきがけ」を運用する。

② 第10号科学衛星(PLÅNET-Å)

地球軌道より内側の惑星間プラズマの研究及びハレー彗星の

紫外領域に封する観測研究を行うことを目的として、昭和60

年8月に打ち上げた第1 0号科学衛星(PLÅN巳T-Å)「す

いせい」を運用する。

③ 第11号科学衛星(ASTR○○C)

活動銀河の中心核のⅩ線源の観測及び多様なX線天体の精密

な観測を行うことを目的として、昭和6芝車2月に打ち上げた

第11号科学衛星(ASTRO-C) 「ぎんが」を運用する。

④ 第12号科学衛星(EXOS-D)

地球磁気圏におけるオーロラ粒子の加速機構及びオーロラ発

光現象等の精密観測を行うことを目的として、平成元年2月に

打ち上げた第1 2号科学衛星(EXOS-D) 「あけぼの」を運

用する。

(2)人工衛星の開発

① 第13号科学衛星棚USES-Å)

第1 3号科学衛星(M日S富S-Å)は、惑星探査に必要とな

星田国
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る軌道の精密標宕・制御・高効率データ伝送技術等の研究を行

うとともに、その一環としての月スイング・バイ技術の試験を

行うことを目的とした衛星で、 M-3SⅡロケットにより、平

成元年度に打ち上げる。

② 第14号科学衛星(SOしÅR-Å)

第1互号科学衛星(SOしÅR-Å)は、次期太陽活動極大期

に太陽フレアの高精度国儀観測を、日米協力により行うことを

目的とした衛星で、蝉-3SⅡロケットにより、平成3年度に

高度的5き0~60航柵の略円軌道に打ち上げることを目標に

引き続き開発を進める。

⑧ 第1き号科学衛星(ÅST耳○○D)

第15号科学衛星(ÅSTRO-D)は、宇宙の最深部を対

象とし、多様な天体のⅩ線橡とⅩ線スペクトルの精密観測を行

うことを目的とした衛星で、M-3SⅡロケットにより、平成

互年度に高度約5 0 0・へ6 0航関の略円軌道に打ち上げること

を目標に引き続き開発を進める。

④ 第16号科学衛星(MUSES-B)

第1 6号科学衛星(M日S巳S-B塙、大型精怒展開構造機

構等の研究及び人工衛星を用いた趨長基線干渉計(VしB工)に

必要な位相同期等の試験を行うことを目的とした衛星で、 M-

3SⅡロケットにより、平成5年度に打ち上げることを目標に

開発を行う。

⑤ 磁気圏観測衛星(GEOTÅ工L)

磁気圏観測衛星(GEQTÅ工L厘、日米協力として我が国

が衛星の開発を担当し、米国が打ち上げ等を担当して、地球の

王昭二

夜酬こ存在する長大な磁気圏尾部の構造とダイナミックスに関

する観測研究を行うことを目的とした衛星で、平成4年度に打

ち上げることを目標に引き続き開発を進める。

⑧ 粒子加速装置を用いた宇宙科学実験(S巴PÅC)

粒子加速装置を用いた宇宙科学実験(S巴PÅC)は、プラズ

マ及び電子ビームを放射することにより、オーロラの発光機構、

プラズマ中の荷電粒子の運動及び電磁波動の励起等を解明する

ことを目的とするもので、平成3年度に打ち上げが予定されて

いるスぺ重羊シャトルを利用して再実験を行うことを目標にそ

の準備を進める。

2.研 究

天文系科学観測シリーズについては、物理学の基本法則や宇宙の

生成、進伸二関する諸天体現象の研究を行うため、各種宇宙放射線

の観測に必要な技術等の研究を行う。

地球間辺科学観測シリーズについては、太陽・地球間の諸物理現

象を解明し、地球環境の推移に関する研究を行うため、高層大気、

電離層、磁気圏プラズマ等の構造の観測やそれらに関する実験に必

要な技術等の研究を行う。

月・惑星探査シリーズについては、惑星間空間の諸物理現象や月

・惑星及びそれもの大気などの生成、進化過程の研究を行うため、

各種の観測技術、機器等の研究を行う。

∃閉国
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Ⅱ 観測の分野の開発計画

1.開発プログラム

(1)人工衛星の運用

① 静止気象衛星3号(GMS-3)

我が国の気象業務の改善及び気象衛星に関する技術の開発を

目的として、昭和59年8月に打ち上げた静止気象衛星3号

(GMS-3)「ひまわり3号」を運用する。

② 測地実験衛星(EGS)

H-Iロケット(芝段式)試験機の性能を確認するとともに、

測地及び測地実験を行うことを目的として、昭和61年8月に

打ち上げた測地実験衛星(EGS)「あじさい」にっいて、その軌

道を把握し、利用を行う。

⑧ 海洋観測衛星1号(MOS鵜1)

海洋面の色及び温度を中心とした海洋現象の観測を行うとと

もに、地球観測のための人工衛星に共通な技術の確立を図るこ

とを目的として、昭和62年2月に打ち上げた海洋観測衛星1

号(MOS-1)「もも1号」を運用する。

(芝)人工衛星の開発

① 静止気象衛星互号(GMS-4)

静止気象衛星4号(GMS-4)は、我が国の気象業務の改善

及び気象衛星に関する技術の開発を目的とした衛星で、 H-工

ロケットにより、平成元年度に静止軌道上東経1 40度付近に

打ち上げる。

㊨ 海洋観測衛星1号-も(MOS-1も)

海洋観測衛星1号-も(MOS-1も)は、海洋面の色及び温度

二は王

を中心とした海洋現象の観測を継続して行うとともに、地球観

測のための人工衛星に共通な技術の確立を図ることを目的とし

た衛星で、 H-Iロケット(2段式)により、平成元年度に高度

約台0 0k鵬の太陽同期軌道に打ち上げる。

⑧ 地球資源衛星1号(ERS-1)

地球資源衛星1号(ERS-1)は、能動型観測技術の確立を

図るとともに、資源探査を主目的に、国土調査、農林漁業、環

境保全、陽炎、沿岸域監視等の観測を行うことを目的とした衛

星で、 H一二Iロケット(2段式)により、平成3年度に高度的

5 7 0k皿の太陽同期軌道に打ち上げることを目標に引き続き開

発を進める。

④ 静止気象衛星5号(GMS-5)

静止気象衛星5号(GMS-5)は、衛星による気象観測を継

続し、我が国の気象業務の改善及び気象衛星に関する技術の向

上を図ることを目的とした衛星で、 H一Ⅱロケットにより、平

成5年度に静止軌道上に打ち上げることを目標に引き続き開発

を進める。

なお、同衛星に、船舶等の遭難時における遭難信号を捜索救

助機関に中継する機能を有する中継器を搭載して賽験を行うこ

とを目的に、このための中継器の開発を行う。

(3)人工衛星の開発研究

地球観測プラットフォーム技術衛星(AD巴OS)

地球観測技術の維持及び発展を図るとともに、地球観測プラッ

トフォーム等の将来型衛星の開発に必要ときれる技術及び地球観

-5-
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測データ等の中継に必要ときれる技術の開発を行い、あわせて、

地球観測の分野に封する国際協力の躍進を図ることを目的とする

地球観測プラットフォーム技術衛星(ÅDEO$)の開発研究を引

き続き進める。

芝.研 究

海域及び陸域観測衛星シl′置ズにっいては、海洋観測等のための

各種センサによる観測技術母び情報処理技術の研究、資源探査のた

めの情報解析技術及び将来型センサに関する研究等各種利用分野へ

の応用のための研究を行う。

霹磁圏及び固体施球観測衛星シリーズについては、電離層観測衛

星技術を一層発展させ、より高度を電磁環境の観測技術の研究を行

うとともに、測地、地殻変動等の分野にっいて、より高精度の測定

技術の研究を行う。

気象衛星シリーズにっいては、衛星気象観測技術の国産化及び解

析技術等の研究を行う。

また、気象観測に、海象観測、測地・潮位、船舶・既望機等の通

信等異なる目的、機能を複合化した経済的な衛星システムにっいて

研究を行う。

壇球的規模の環境問題への対応に資するため、成層圏オゾン、大

気中の炭酸ガス等の観測システムの研究を行うとともに、宇宙かち

の降雨観測等のための衛星搭載庸二周波レーダ技術の研究を行う。

星田国

Ⅲ 通信の分野の開発計画

1.開発プログラム

(1)人工衛星の運用

① 通信衛星3号(CS-3嵐及びCS-銅)

通信衛星2号(CS鵜2)による通信サービスを引き継ぎ、ま

た、増大かつ多様化する通信需要に対処するとともに、通信衛

星に関する技術の開発を進めることを目的として、昭和63年

2月に打ち上げた通信衛星3号輸a(CS-鉦)「さくら3号-観」

及即酢和6 3年9月に打ち上げた通信衛星3号-も(CS-銅)

「さくら3号-b」を運用する。

⑨ 放送衛星2号-b(B$-芝b)

放送衛星に関する技術の開発を進めるとともに、テレビジョ

ン放送の難視聴解消等を図ることを目的として、昭和61年2

月に打ち上げた放送衛星2号-=BS-狙)「ゆり2号-b」

を運用する。

(2)人工衛星の開発

放送衛星3号(BS-3観及びB轡-銅)

放送衛星3号(BS-3観及びBS-3b)ほ、放送衛星2号(B

S-2)による放送サービスを引き継ぎ、また、増大かつ多様化

する放送霜要に対処するとともに、放送衛星に関する技術の開発

を進めることを目的とした衛星で、 H-Iロケットにより、放送

衛星3号-観(BS-3嵐)を平成2年度に、放送衛星3号-b (B

・ S-3も)を平成3年度にそれぞれ静止軌道上東経1 10度付近

に打ち上げることを目標に引き続き開発を進める。

星間に
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2.研 究

移動体通信・航行衛星シー上郡こついては、船舶、航空機等の移

動体との通信及び親行援助・管制のための技術、衛星間通信技術並

びに衛星を利用した捜索救難のための技術の研究を行う。

固定通宿衛星シリー新二ついては、実用を目的とする衛星を考慮

して、通信衛星技術の国産化及び隆能向上のための研究を行う。

放送衛星シリーズにっいては、実用を目的とする衛星,を考慮して、

放送衛星技術の国産化及び性能向上のための研究を行う。

また、データ中継・近藤技術の開発並びに高度な放送衛星技術及

び高機能を移動体通信衛星技術の開発を目的とする実験用データ中

継◆追跡衛星の研究.を行うとともに、.固定通信サービスの継続、移

動体通信の需要等を考慮して、今後の通信衛星等の在り方について

の調査研究を行う。

重岡二

Ⅳ 宇宙実験の分野の開発計画

1.開発プログラム

開 発

① 第一次材料実験(FMPT)

スペースシャトルに我が国の科学技術者が搭乗し、宇宙空間の

特性を利用した材料実験等を行うことを目的とする第一次材料実

験(FMPT)を平成3年度に実施することを目標に、実験システ

ムの開発、搭乗科学技術者の訓練等を引き続き進める。

② 第一次国際微小重力実験室(IMし-1相画

宇宙ステーションにおける実験に必要な宇宙環境利用技術の蓄

積を図るため、第一次材料実験(FMPT)に先立ち、平成2年度

に実施される米国の第一次国際微小重力実験室(I Mし- 1 )計画

に参加して材料実験等を実施することを目標に、搭載実験装置等

の開発を引き続き進める。

2.研 究

材料実験シリーズ及びライフサイェンス実験シリーズにっいて、

宇宙実験に関する技術の研究、馳上に親する基礎実験を行うととも

に、宇宙空間に別する構造物の伸展展開機能実験及び人工知能応用

技術等の研究を行う。

星間国
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V 宇宙ステーション等新たな宇宙活動基盤の分野の開発計画

1.開発プログラム
-

開 発

① 宇宙ステーション計画

低軌道の地球同園軌道上に恒久的有人宇宙ステーションを国際

協力にようで建設する宇宙ステーション計画にっいて、平成8年

度にスぺ置スシャトルにより打ち上げることを目標に、産学官の

有機的連携を図りっっ、材料実験、ライフサイェンス実験、科学

・地球観測、通信実験等を行う宇宙ステーション取付型実験モジュ

ール(J恥互)の開発等を行う。 JEMの開発は、 「宇宙基地協力

協定」等が我が国について効力を生じた後に、これに従って行う

ものとする。

また、 JEMに親する宇宙実験共通技術の開発等に資すること

を目的とした宇宙実験用小型ロケット(TR-工Å)の開発を行う

とともに、宇宙ステーション計画擢進体制の総合的な強化を図る。

② 宇宙実験・観測フリーフライヤ(SFU)、

宇宙実験・観測ブリ-フライや(SFU)は、理工学実験、天文

観測等各種科学研究の実施、各種発端産業技術開発等の実施のた

めの宇宙実験機会の権保並びに宇宙ステーション取付型実験モジュ

ール(J EM)の曝露部及び搭載共通実験装瞳の信頼性の向上を目

的とした高僧用可能をもので、 H-Ⅱロケットにより、平成4年

度に打ち上げることを目標に、引き続き開発を進める。

雪間隅∃

2.研 究

宇宙ステーションにっいて、これに藤る要素技術、有人サポート

技術、宇宙環境予報システム、極軌道プラットフォームの搭載観測

機器等、共軌道プラットフォームのシステム及び要素技術、集光型

太陽熱発電技術、宇宙用ロボット技術等の研究を行うとともに、宇

宙ステーション取付型実験モジュール(J巳M)の運用システム及び

搭乗員養成システムにっいて所要の研究を行う。また、静止プラッ

トフォームの通信に関する技術等の分野において宇宙ステーション

の利用に関する研究を行う。

星間=
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Ⅵ 人工衛星系共通技術の分野の開発計画

1.開発プログラム

(1)人工衛星の運用

技術試験衛星Ⅴ型(ETS-Ⅴ)

H-Iロケット(3段式)試験機の性能を確認するとともに、静

止三軸衛星バ雪の基盤技術を確立し、次期実用衛星開発に必要な

自主技術の蓄積を図り、あわせて、航空機の太平洋域の洋上管制、

船舶の通信・航行援助・捜索救難等のための移動体通信実験を行

うことを目的として、昭利62年8月に打ち上げた技術試験衛星

Ⅴ型(ETS輸Ⅴ)「きくき号」を運用する。

(2)人工衛星の開発

技術試験衛星Ⅵ型(ET轡-Ⅵ)

技術試験衛星Ⅵ型(ETS-Ⅵ)は、 H一Ⅱロケット試験機の性

能を確認するとともに、 1 990年代に勘する実用衛星の開発に

必要な大型静止三軸衛星バス技術の確立を図り、あわせて、衛星

による固定通信及び移動体通宿並びに衛星間通信に関する高度の

衛星通信のための技術開発及びその実験を行うことを目的とした

衛星で、平成4年度に静止軌道に打ち上げることを目標に、引き

続￣き開発を進める。

2.研 究

衛星基礎技術にっいては、衛星の長寿命化、大電力化、翻畠の高

度化等に備えて、電子部品等の信頼性向上、太陽電池の高性能化等

の研究を行うとともに、宇宙用電源システム、高精度姿勢制御シス

ヨ圃二

テム、キセノンイオンエンジン、能動武勲制御システム、アンテナ

システム、宇宙用軸受、将来型人工衛星等に関する研究を行う。

また、衛星システムの標準化、部品材料の標準化、国産化を進め

る。

星田圏王
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Ⅶ 輸送系共通技術の分野の開発計画

1.開発プログラム“

ロケットの開発

① Mロケット

Mロケットは、合駒こ固体燃料を用いるロケットとし、科学衛

星の打ち上げに利用するものとして開発を行ってきたものであり、

今後とも信頼性が十分に得られる闘皆まで、宇宙科学研究所にお

いて引き続き開発を進める。

すなわち、 M-3Sロケットの第2段及び第3段モータの改良、

第1段補助ロケットの変更等を行ったM輸3SⅡロケットにっい

て、平成元年度に第1 3号科学衛星(MUS巴S-A)を、平成3

年度に第1 4号科学衛星(SOしÅR-Å)を、平成4年度に第1

5号科学衛星(ASTRO-D)を、平成5年度に第1 6号科学衛

星(MUS巳S-B)を、それぞれ打ち上げることを目標に引き続

き開発を進め守。

② H-Iロケット

H-Iロケットは、重量的呂5航8の静止衛星を打ち上げる能

力を有する3段式ロケットとし、第1段にN-Ⅱロケットの第1

段液体ロケットを使用するとともに、第2段に液体酸素・液体水

素を推進薬とするエンジンを、第3段に大型固体モータを、また、

誘導方式として慣性誘導を採用することとして開発を行ってきた

ものである。

このロケットにより、

平成元年度に静止気象衛星4号(GM轡-4)を打ち上げるこ

とを目標に、 H-Iロケット(3威武)4号機、

二四一

平成2年度に放送衛星3号-a(BS-3鋤)を打ち上げること

を目標に、 H-工ロケット(3段式)3号機、

平成3年度に放送衛星3号-b(BS-3b)を打ち上げること

を目標に、 H・-Iロケット(3段式)6号磯、

平成3年度に地球資源衛星1号(ERS-1)を打ち上げるこ

とを目標に、 H-工ロケット(2段式)5号機

・の開発を引き続き進める。

また、平成元年度の海洋観測衛星1号-b(MOS-出)等の打

ち上げには、予備用H-工ロケット(2段式)試験機を活用するこ

ととし、所要の改修を引き続き進める。

③ H-Ⅱロケット

H-Ⅱロケットは、 1990年代に執する大型人工衛星打ち上

げ需要に対処するため、 2トン程度の静止衛星打ち上げ能力を有

する2段式ロケットとし、 H-Iロケットの液体酸素・液体水素

エンジンの開発成果を踏まえて第1段及び第2段に液体酸素・液

体水素エンジンを僚周するとともに固体補助ロケット芝基を採用

することとして、引き続き開発を進める。

この一環として、平成3年度に第1段及び第2段の液体酸素・

液体水素エンジン、固体補助ロケット、慣性誘導制御システム等

の飛行性能の確認等を目的とするH-Ⅱロケット試験機1号機を

性能確認用ペイロード(VEP)を搭載して打ち上げ、また、

平成4年度に技術試験衛星Ⅵ型(巴TS-Ⅵ)を打ち上げるこ

とを目標に、 H-Ⅱロケット試験機2号機

の開発を引き続き進める。

また、宇宙実験・観測フリーフライヤ(SFU)等の打ち上げ需

星間図星



要に対処すること等を目的として、平成互年度に打ち上げること

が可能となるよう●H-Ⅱロケット試験機3号機の開発を行う。き

ちに、将来の大型人工衛星の打ち上げに必要となる大型フェアリ

ング及び複数衛星同時打ち上げシステムの開発を行う。

●

芝.研 究

ロケット応用技術について、軌道変換技術、ランデブ・ドッキン

グ技術、回収技術等の研究を行うとともに、軌道間輸送機、宇宙往

還機の研究を行う。

また、液体酸素・液体水素エンジンに関する研究、ロケットの誘

導制御の高度化の研究、ロケットェンジンの高空性能に関する研究、

ロケットの構造及びロケット用部品材料に関する研究等を行う。

∃田圃王

Ⅶ 施設の整備

1.人工衛星及びロケットの開発に必要な施設

(1)大型人工衛星の開発に必要な熱真空試験、音響試験等のための

大型試験設備等を整備するとともに、衛星に搭載する観測用機器

及び衛星の機能に関する各種試験設備等を整楯する。

(2) H一Ⅱロケットの開発に必要な試験設備及びMロケットの信頼

性の向上に必要な試験設備を整備する。

(3)宇宙開発事業団において開発に必要な試験施設設備の整備を行

うに当たっては、大型の装置、各種の機器に共通して使用しうる

大型の施設等を集中的に酷置し、管理、データ処理等を効果的に

行っていくものとし、関係研究開発機関の共用に供しうるよう配

感する。

(4)人工衛星を用いた地球観測システムの研究開発に資するため、

国内においてリモートセンシンゲ晴報受信処理設備を整備する。

芝.人工衛星及びロケットの打ち上げ施設

種子島宇宙センターに、レンジコントロ、-ル系及びレーダテレメ

ータ系の施設設備並びにH一Ⅱロケット打ち上げ射点施設設備を整

備するとともに、沖縄追跡管制所に、海洋観測衛星1号-も(MO轡

-1も)の打ち上げに係るダウンレンジ局設備を整備する。

また、科学衛星及びMロケットの打ち上げ施設として、宇宙科学

研究所鹿児島宇宙空間観測所内の既設の諸施設を整備する。

3.人工衛星の追跡等に必要な施設

静止気象衛星4号(GMS-4)、科学衛星等の追跡等を行うこ

星間隅∃
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とを目標に、追跡施設等を整備するとともに、 H-Ⅱロケットによ

る複数衛星の剛等打ち上げ等に対処するための宇宙運用◆データシ

ステム(轡ODS)を整備する。主な追跡ネットワークの中枢施設

となり、衛星の運用管理及びデータ取得の業務のうち一元的に実施

することが適当と認められる業務を行うための施設を筑波宇宙セン

ターに整備するとともに、レーザー光を利用する追跡管制方式の研

究を行う。

さ引こ、科学衛星のデータ取得、制御等に必要卒施設を整備する。

互.その他の施設

宇宙往還機の推進系技術の研究開発に必要なラムジェットェンジ

ン試験設楯を整備する。

星間図星

I‡、、その他の施策

1.研究開発能力の強化

国立試験研究機関等を強化拡充し、その研究の促進、を図るととも

に、これもの研究と宇宙開発事業団の行う開発との有機的結合を図

るため、同事業団の研究開発業務を強化し、その向上を図る。

2.国際協力の推進

科学、観測、宇宙実験、宇宙ステーション等の各分野の開発計画

に沿い、発進国、開発途上国等との国際協力を推進するほか、宇宙

分野における日米常設幹部連絡会議(露Sし銅)、仏独加豪等との科

i学技術合同委員会、日本・欧州宇宙機関(ESÅ)行政官会議、国

連宇宙空間平和利用委員会に剖する活動、国際宇宙年(I SY)活動

への参加準備、港外の宇宙開発関係者の招へい、米国等諸外国との

情報交換を行うためのデータベースの整備等により、宇宙開発の分

野に封する国際協力の強化、推進を図る。

3書手宙関係条約関連措置

「宇宙物体により弓は起こされる損害にっいての国際的責任に関

する条親等の宇宙関係条約の実施が円滑に遂行きれるよう必要な

措置をとる。

4.普及啓発活動の強化

我が国の宇宙開発活動の成果の普及を図り、その利用を促進する

とともに、宇宙開発に対する国民の理解と協力を得るため、宇宙開

発全般にわたり、総合的な普及啓発活動の強化を図る。

∵閲に
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5.宇宙技術者の養成

宇宙関係技術者ゐ資質向上を図るため、関係機関の職員を海外の

大学、研究機関、行政機関等に派遣する。

6.宇宙開発推進基盤の整備

我が国の人工衛星の打ち上げ等を円滑に実施するため、種子島風

辺漁業相籠事業の助成等を行う。

二間二

Ⅹ 予 算

平成元年度に封する人工衛星、ロケット等の開発、施設の整備、特

別研究等の推進に必要な宇宙関係予算は、次表のとおりである。

=閉口王



平成元年度宇宙関係

省 庁 

昭和 63 年度予算額 

宇宙開発関係 * 宇宙関連 合 計 

科学技術庁 
㊨1.02,604 

ー 
㊨102,604 

98,470 98,470 

警 察 庁 - 
382 382 

環 境 庁 ー ー - 

文 部 省 
㊨∴9,105 ㊨ 1,386 ㊥ilO,491 

13,364 6,427 19,790 

通商産業省 
績〉∴9,001 

ー 
㊨ 9,001 

14,089 14,089 

運 輸 省 
㊨ l,583 ㊨ 126 ㊨ 1,709 

3,089 2,642 5,731 

郵 政 省 

㊥ 919 

2,667 

㊨∴∴919 

532 3,199 

建 設 省 ー 
2 2 

自 治 省 - 
119 l19 

総 計 
㊨123,212 ㊥ 1,512 ㊨124,724 

129,543 12,238 141,78l 

* 宇宙関連経費(宇宙開発委員会が行う見積りの範囲外のもの)についても、

注(l)掲示金額は、各項目についてそれぞれ四捨五入により百万円

注(2)昭和63年度予算額は、当初予算額である。
-

重量棚減雪

政府予算案総括表
㊨;国庫債務負担行為限度額

(単位:百万円)

平成元年度政府予算案 

宇宙開発関係 * 宇宙関連 合 計 

㊥ 84,412 

一 
㊨ 84,412 

109,062 109,062 

ー 
118 118 

51 
- 

51 

㊨1l,323 

7,938 

㊥11,323 

12,847 20,785 

14,5網 
- 

14,5網 

㊨ 1,213 

2,673 

㊨ 1,213 

3,601 6,274 

㊨ 44 

3,4講 

㊨∴∴ 44 

564 4,O19 

ー 
2 2 

ー 
120 120 

㊨ 96,993 

14,306 

㊨ 96,993 

140,688 154,994 

参考のため掲示した。

単位に整理したため、総計と各項目の合計は必ずしも一致しない。

国劇開国
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平成元年度宇宙開発関係政府予算案

㊥:国庫債務負担行為限度額

(単位:百万円)

省庁 担当機関 事 項 
昭和鵬年度 予算額 平成元年度 政府予算案 

科 学 技 術 庁 

研究開発局 宇宙開発委員会に必要な経費 56 62 

一般行政に必要な経費 35 31 

科学技術者の資質向上に必要な 41 41 

経費 

種子島周辺漁業対策事業に必要な 400 412 

経費 

小 計 532 547 

科学技術 

振興局 
一般行政に必要な経費 4 4 

航空宇宙 航空宇宙技術研究所に必要な経費 ㊨ 147 ㊨ 792 

技術研究所 等 1,399 1,754 

宇宙開発 宇宙開発事業団出資及び助成に ㊨102,457 ㊨83,620 

事業団 必要な経費 

96,534 政府出資金 ㊨102,457 87,563 政府補助金 8,971 106,757 政府出資金 ㊨83,620 97,287 政府補助金 9,470 

日本原子力 放射線利用研究費 - - 

研究所 

放射線ハイ テク研究 ㊨5,803 2,313 の内数 放射線ハイ テク研究 ㊥3,715 4,888 の内数 

計 
㊨102,604 98,470 ㊥84,412 109,062 

省庁 担当機関 事 項 
昭和63年度 予算額 平成元年度 政府予算案 

環 境 庁 

企画調整局 大気保全局 

公害防止等調査研究費 0 5l 

計 0 51 

文 宇宙科学 特別事業等に必要な経費 ㊥ 9,105 ㊨11,323 

部 省 

研究所 13,364 12,847 

計 
㊨9,105 13,364 ㊨11,323 12,847 

通 商 産 業 省 

機械情報 

産業局 

無人宇宙実験システムの開発 ㊨9,001 

3,856 4,487 

資源遠隔探査技術の研究開発等、 8,627 8,890 

小 計 
㊥9,001 12,483 13,377 

資源エネ ルギー庁 

広域環境影響モニタリング調査 0 305 

工業技術院 資源遠隔探査技術の研究開発等 1,557 806 

試験研究所の特別研究等に必要な 49 75 

経費 

/小 計 1,6購 881 

計 
㊨9,001 14,089 14,563 

運 輸 省 

運輸政策局 運輸技術の開発に必要な経費 
55 

㊨19 
網 

電子航法 

研究所 

電子航法研究所に必要な経費等 128 90 

気 象 庁 静止気象衛星業務に必要な経費 ㊨l,583 

2,906 

㊥l,194 

3,472 

計 
㊨1,583 

3,089 

㊥1,213 

3,601 

郵 

通信政策局 電気通信監理に必要な経費等 41 7・ 

通信総合 宇宙通信技術の研究開発に必要な ㊨∴ 919 ㊨ 44 

政 省 

研究所 経費等 491 557 

計 
㊥ 919 

532 

㊥ 44 

564 

合 計 
㊨123,212 129,543 ㊨描,993 140,688 



ふゝ

ヽ◆

(参考) 平成元年度宇宙関連政府予算案

㊥:国庫債務負担行為限度額

(単位:百万円)

省庁 担当機関 事 項 
昭和63年度 予算額 平成元年度 政府予算案 

警 察 庁 

通 信 局 警察通信に必要な経費 382 118 

計 382 118 

文 宇宙科学 特別事業等に必要な経費 ㊨l,386 

7,938 

部 省 

研究所 6,427 

計 
㊥1,386 

6,427 7,938 

運 輸 省 

海上保安庁 水路業務運営に必要な経費 

125 137 

気 象 庁 静止気象衛星業務に必要な経費 ㊨126 

2,260 2,260 

一般観測予報業務に必要な経費 83 66 

高層気象観測業務に必要な経費 174 210 

小 計 
心音∴l黒 

2,517 2,536 

計 
㊨126 

2,642 2,673 

郵 政 省 

大臣官房 衛星通信の実施に必要な経費 373 1,157 

通信政策局 電気通信監理に必要な経費 3 3 

通信:放送衛星機構出資に必要な 2,000 2,000 

経費 

小 計 2,0鵬 2,003 

通信総合 宇宙通信技術の研究開発に必要な 291 295 

研究所 経費等 

計 2,667 3,455 

重量Ⅲ遭雪

省庁 担当機関 事 項 
昭和63年度 予算額 平成元年度 政府予算案 

建 設 省 

国土地理院 測地基準点測量に必要な経費 2 2 

計 2 2 

自 消 防 庁 無線通信施設の維持管理に必要な 119 120 

治 省 

経費等 

計 119 120 

合 計 
㊥1,512 12,238 14,306 

国田岡岳


